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＜組織・機構＞ 

 

 

 

 

 

（１）改正の背景 

これまで、｢地域産業課｣が産業技術研究所の管理を含め、産業技術に関するこ

とを所掌し、｢新産業課（科学技術推進室を含む）｣が「知の拠点」の推進を含

め、科学技術に関することを所掌してきた。 

平成２４年１月１日から、産業技術研究所を「あいち産業科学技術総合センタ

ー」に発展改組したことに伴い、現在、産業労働部内の２つの課で所掌してい

る産業技術政策と科学技術政策を一元化することにより、円滑な業務推進を図

ることのできる組織体制を整備する。 

 

（２）改正の内容 

平成２４年４月１日から、現行の「地域産業課」及び「新産業課（科学技術推

進室を含む）」を再編し、基盤産業を始め繊維・窯業・生活産業、次世代産業と

いった業種振興を所掌する「産業振興課（仮称）」と、「あいち産業科学技術総

合センター」の管理を含め、産業技術政策と科学技術政策を一体的に担う「産

業科学技術課（仮称）」を設置する。 

併せて、次世代自動車や航空宇宙など次代の愛知を担う産業の振興を重点的に

推進するため、「産業振興課（仮称）」内に「次世代産業室（仮称）」を置く。 

組 織 ・ 機 構 等 の 改 正 に つ い て 

１ 産業労働部の本庁組織の見直しについて 

※「愛知県第五次行革大綱」

 個別取組事項 55・76 
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◆組織の新旧比較◆ 

現     行 改  正  案 
 
  地域産業課    あいち産業科学技術 

           総合センター※ 
 
 
 
 
 
  新産業課 

 
 
 
   科学技術推進室 

 

 
  産業振興課 

 
 
 
   次世代産業室 

 
 
 
 
 
  産業科学技術課  あいち産業科学技術

 総合センター 

                             （上記組織図では「（仮称）」を省略。） 

 ※ 平成２４年１月１日から産業技術研究所の名称を変更 

 

 

＜附属機関＞ 
 

 

 

○ 社会教育委員会議を廃止し、社会教育委員を生涯学習審議会に統合する（平成

２４年６月～）。 

 

◆組織の新旧比較◆ 

現     行 改  正  案 
 
  生涯学習審議会〔附属機関〕 

 
 
  社会教育委員〔附属機関〕 
   ※社会教育委員会議を開催 

 

 
 
  生涯学習審議会〔附属機関〕 
   ※社会教育分科会を置く 

 

 

航空宇宙 
環境・エネルギー 
知的財産

科学技術 
知の拠点 

基盤産業・地場産業

あいち産業振興機構
（モノづくり応援ファンド等）

次世代自動車 
航空宇宙 

産業技術 
科学技術 
環境・エネルギー 
知的財産

産業技術 
次世代自動車 
基盤産業・地場産業

あいち産業振興機構
（モノづくり応援ファンド等） 

※「愛知県第五次行革大綱」

個別取組事項 68 

１ 社会教育委員の生涯学習審議会への統合について 
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＜公の施設＞ 
 

 

 

○ 豊橋勤労福祉会館は、その社会的役割の変化や県の果たすべき役割等を見直し

た結果、県の公の施設としては平成２４年４月１日から廃止する。 

本施設は、豊橋市で公の施設として活用する計画があり、廃止後、豊橋市に移

管する予定である。 

 

 ◆豊橋勤労福祉会館の概要◆ 

 

所  在  地 豊橋市草間町字東山１４３－６ 

設置 年 月 日 昭和５１年７月２１日 

設 置 目 的 労働者の福祉の増進を図るため。 

施 設 内 容 講堂、小ホール、会議室、体育館 等 

 
 

 

 

○ サンライフ名古屋は、その社会的役割の変化や県の果たすべき役割等を見直し

た結果、県の公の施設としては平成２４年４月１日から廃止する。 

 

 ◆サンライフ名古屋の概要◆ 

 

所  在  地 名古屋市西区天神山町３番１０号 

設置 年 月 日 昭和５６年１０月２９日 

設 置 目 的 労働者の福祉の増進を図るため。 

施 設 内 容 会議室、研修室、体育室、日本間 等 

※「愛知県第五次行革大綱」

個別取組事項 26 

１ 豊橋勤労福祉会館の廃止について 

※「愛知県第五次行革大綱」

個別取組事項 26 

２ サンライフ名古屋の廃止について 
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＜県関係団体＞ 
 

 

 

○ 社団法人愛知県雇用開発協会は、サンライフ名古屋が廃止となるなど、大幅な

事業規模の縮小となることから、平成２４年４月１日から廃止する。 

 

 ◆社団法人愛知県雇用開発協会の概要◆ 

 

事務所所在地 名古屋市西区天神山町３番１０号 

設立 年月 日 昭和５４年６月１日 

設 置 目 的 
中高年齢者の雇用の安定、障害者の雇用の促進、若年労働力

の確保等に関する事業の実施 

 
 

 

※「愛知県第五次行革大綱」

個別取組事項 38 

※「重点改革プログラム」 

   重点改革項目 30 

１ 社団法人愛知県雇用開発協会の廃止について 


